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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期

第１四半期
連結累計期間

第65期
第１四半期
連結累計期間

第64期

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成29年９月30日

売上高 (千円) 4,606,771 4,907,645 16,672,840

経常利益 (千円) 223,534 259,582 214,269

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 146,413 242,610 90,316

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 162,502 237,894 145,021

純資産額 (千円) 9,729,284 9,873,613 9,711,803

総資産額 (千円) 12,841,595 13,223,833 12,462,324

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 28.87 47.83 17.81

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 75.8 74.7 77.9

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、企業業績や雇用・所得環境に改善がみられ、景気は緩やか

な回復基調で推移いたしました。

当社グループを取り巻く市場環境は、消費者の生活防衛意識の高まりから、節約志向、低価格志向が恒常化して

いる一方、当社の主要原材料である原料海苔が収穫量の不安定なことなどにより仕入価格が高騰するなど、大変厳

しい環境で推移いたしました。

このような状況のもと、当社では原料海苔仕入価格高騰によるコスト増を製品価格の値上げによりカバーするべ

く販売活動を展開するとともに、販売促進費を中心とした経費削減に注力し、経営効率の向上に努めてまいりまし

た。

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は4,907百万円（前年同期比6.5％増）となりました。利益面にお

きましては、営業利益は259百万円（前年同期比19.4％増）、経常利益は259百万円（前年同期比16.1％増）、親会

社株主に帰属する四半期純利益は242百万円（前年同期比65.7％増）となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（食品製造販売事業）

売上高を品目別に分類しますと、家庭用海苔につきましては、一部製品価格の値上げを実施したことおよび販売

数量の増加により、売上高は1,961百万円（前年同期比9.2％増）となりました。進物品につきましては、ギフト市

場の不振により、売上高は612百万円（前年同期比10.6％減）となりました。ふりかけ等につきましては、新製品の

寄与により、売上高は977百万円（前年同期比6.3％増）となりました。業務用海苔につきましては、既存取引先で

の販売が増加し、売上高は1,343百万円（前年同期比12.3％増）となりました。

以上の結果、食品製造販売事業の売上高は4,904百万円（前年同期比6.5％増）、営業利益は258百万円（前年同期

期比19.4％増）となりました。

（不動産賃貸事業）

不動産賃貸事業の売上高は、３百万円（前年同期比1.4％増）となり、営業利益は１百万円（前年同期比19.1％

増）となりました。

(2）財政状態の分析

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて761百万円増加し、13,223百万円とな

りました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べて525百万円増加し、10,192百万円となりました。これは主に、現金及び預

金が815百万円、受取手形及び売掛金が710百万円それぞれ増加したこと、たな卸資産が974百万円減少したことによ

るものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて236百万円増加し、3,031百万円となりました。これは主に、その他有形

固定資産が193百万円、機械装置及び運搬具が39百万円それぞれ増加したことによるものであります。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて419百万円増加し、2,664百万円となりました。これは未払金が202百万
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円、その他（流動負債）が135百万円、支払手形及び買掛金が95百万円、未払法人税等が27百万円それぞれ増加した

こと、賞与引当金が41百万円減少したことによるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて180百万円増加し、685百万円となりました。これは主に、長期借入金が

183百万円増加したことによるものであります。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて161百万円増加し、9,873百万円となりました。これは主に、利益剰余

金が166百万円増加したことによるものであります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は、11百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 11,561,360

計 11,561,360

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,098,096 5,098,096
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数
1,000株

計 5,098,096 5,098,096 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年10月１日～
平成29年12月31日

－ 5,098,096 － 814,340 － 1,043,871

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成29年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 25,000
－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式
5,042,000

5,042 －

単元未満株式 普通株式 31,096 － －

発行済株式総数 5,098,096 － －

総株主の議決権 － 5,042 －

(注) 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式761株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成29年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社大森屋
大阪市福島区野田
４丁目３番34号

25,000 － 25,000 0.49

計 － 25,000 － 25,000 0.49

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年10月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、ひびき監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 868,336 1,683,722

受取手形及び売掛金 ※ 3,025,115 ※ 3,735,475

たな卸資産 5,681,411 4,706,593

繰延税金資産 48,856 19,649

その他 43,729 47,089

流動資産合計 9,667,449 10,192,530

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,222,975 2,222,975

減価償却累計額 △1,793,335 △1,801,973

建物及び構築物（純額） 429,640 421,001

機械装置及び運搬具 1,905,122 1,962,457

減価償却累計額 △1,618,698 △1,636,372

機械装置及び運搬具（純額） 286,423 326,084

土地 1,509,111 1,509,111

その他 258,179 452,922

減価償却累計額 △245,142 △245,937

その他（純額） 13,036 206,985

有形固定資産合計 2,238,212 2,463,183

無形固定資産 26,164 23,395

投資その他の資産

投資有価証券 455,900 438,571

繰延税金資産 33,097 65,355

その他 52,500 51,796

貸倒引当金 △11,000 △11,000

投資その他の資産合計 530,497 544,723

固定資産合計 2,794,874 3,031,302

資産合計 12,462,324 13,223,833

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※ 1,211,404 ※ 1,307,321

未払金 839,182 1,041,532

未払法人税等 55,000 82,000

賞与引当金 82,011 40,105

その他 57,642 193,418

流動負債合計 2,245,241 2,664,377

固定負債

長期借入金 － 183,000

役員退職慰労引当金 162,695 165,583

退職給付に係る負債 342,583 337,258

固定負債合計 505,279 685,842

負債合計 2,750,520 3,350,220
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 814,340 814,340

資本剰余金 1,043,871 1,043,871

利益剰余金 7,725,749 7,892,274

自己株式 △25,070 △25,070

株主資本合計 9,558,890 9,725,415

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 164,502 158,134

為替換算調整勘定 9,950 10,373

退職給付に係る調整累計額 △21,539 △20,310

その他の包括利益累計額合計 152,912 148,197

純資産合計 9,711,803 9,873,613

負債純資産合計 12,462,324 13,223,833
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成28年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年10月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 4,606,771 4,907,645

売上原価 3,031,575 3,289,287

売上総利益 1,575,195 1,618,358

販売費及び一般管理費 1,357,603 1,358,489

営業利益 217,591 259,869

営業外収益

受取利息 21 4

受取配当金 3,397 3,502

為替差益 1,244 －

助成金収入 405 1,460

その他 873 882

営業外収益合計 5,942 5,849

営業外費用

支払利息 － 38

支払手数料 － 5,979

為替差損 － 97

その他 － 20

営業外費用合計 － 6,135

経常利益 223,534 259,582

特別利益

投資有価証券売却益 － 56,824

特別利益合計 － 56,824

特別損失

固定資産除却損 45 0

特別損失合計 45 0

税金等調整前四半期純利益 223,489 316,407

法人税、住民税及び事業税 38,989 74,582

法人税等調整額 38,086 △785

法人税等合計 77,075 73,797

四半期純利益 146,413 242,610

親会社株主に帰属する四半期純利益 146,413 242,610
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成28年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年10月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純利益 146,413 242,610

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 9,871 △6,367

為替換算調整勘定 3,598 422

退職給付に係る調整額 2,618 1,228

その他の包括利益合計 16,088 △4,715

四半期包括利益 162,502 237,894

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 162,502 237,894

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※ 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当

第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、四半期連

結会計期間末残高に含まれております。

前連結会計年度
(平成29年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

受取手形
支払手形

88千円
246,040千円

受取手形
支払手形

93千円
290,551千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日)

減価償却費 26,950千円 減価償却費 30,159千円

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年10月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年12月20日定
時株主総会

普通株式 76,085 15.00 平成28年９月30日 平成28年12月21日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

　該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年10月１日 至 平成29年12月31日)

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年12月20日定
時株主総会

普通株式 76,085 15.00 平成29年９月30日 平成29年12月21日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成28年10月１日 至 平成28年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整 合計

食品製造販売事業 不動産賃貸事業 計

売上高

外部顧客への売上高 4,603,244 3,526 4,606,771 ― 4,606,771

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 4,603,244 3,526 4,606,771 ― 4,606,771

セグメント利益 216,334 1,257 217,591 ― 217,591

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成29年10月１日 至 平成29年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整 合計

食品製造販売事業 不動産賃貸事業 計

売上高

外部顧客への売上高 4,904,070 3,575 4,907,645 ― 4,907,645

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 4,904,070 3,575 4,907,645 ― 4,907,645

セグメント利益 258,370 1,498 259,869 ― 259,869

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額(円) 28.87 47.83

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 146,413 242,610

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

146,413 242,610

期中平均株式数(株) 5,072,335 5,072,335

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成30年２月13日

株式会社大森屋

取締役会 御中

ひびき監査法人

代表社員
業務執行社員

公認会計士 加藤 功士 印

業務執行社員 公認会計士 松本 勝幸 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大森屋

の平成29年10月１日から平成30年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成29

年12月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年10月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大森屋及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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